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令和５年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書 

並びに基金運用状況の審査意見について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定に基づき、審査に付

された令和５年度会計の歳入歳出決算及び関係書類並びに基金運用状況についての

審査結果を意見書として提出します。 



令和５年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書並びに 

基金運用状況の審査について 

 

 

１ 審査の対象 

（１） 会計歳入歳出決算 

（２） 財産に関する調書 

（３） 基金運用状況 

 

 

２ 審査の期日 

令和６年７月５日から同年８月２７日まで 

 

 

３ 審査の方法 

審査は、歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及び

関係諸帳簿並びに証拠書類などにより決算計数を精査し、併せて執行事業は関係職員からその

内容の説明を聴取して実施した。 

基金の運用状況の審査は、関係諸帳簿と照合して、計数の正否を精査し、運用の妥当性を審

査した。 

 

 

４ 審査の結果 

審査に付された決算書、関係書類及び諸帳簿は、いずれも関係法令を遵守した処理がなされ、

計数は関係諸帳簿と符合していることが認められた。また、予算の執行、財産の管理、基金の

運用状況及び事務処理の方法についても、運営全般にわたり妥当と認められた。 

審査結果の概要及び意見は、後述のとおりである。 

 

 

５ 決算の概要及び意見 

 ⑴ 決算の概要 

  令和５年度の決算総額は、歳入が５８６,８６７,６９４円、歳出は５５４,２１７,０７２円

であり、歳入歳出の状況を前年度と比べてみると、歳入が１,６７１,０９３円（０.３％）、歳

出が１５,００６,０１６円（２.８％）それぞれ増加している。 

歳入において、使用料及び手数料のうち、基本料金と従量料金から構成される使用料収入は、

基本料金で１５１,２２６,６２２円、従量料金で２７５,４５６,８３８円の合計 

４２６,６８３,４６０円となり、前年度と比べ基本料金は４８,５４２円（０.０％）増加し、

従量料金は１１,３２３,３２０円（３.９％）減少し、合計では１１,２７４,７７８円（２.６％）

の減少となっている。 
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なお、基本料金の基礎となる許可排水量は、本年度中に増減はなく１,１１２,２８９㎥／日

となり、従量料金の基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比べ８,５８５,０３２㎥ 

（４.０％）減少した２０７,９６９,６８４㎥となっている。 

また、使用工場数は年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の８６工場と

なり、このうち休止工場数は９工場で、稼働工場数は７７工場となっている。 

その他の歳入の主なものとして繰越金は８,１２６,６０８円（１５.０％）減少しているもの

の、財産収入は２０,０４３,７１４円（４２.０％）、繰入金は１,０００,０００円（２.２％）

それぞれ増加している。 

  歳出では、施設維持改良費などの総務費は５,２０８,２３２円（１.１％）減少しているもの

の、基金積立金の諸支出金は２０,０５５,９０２円（３８.０％）増加している。 

事業執行においては、予定された事業は適正に執行されており、また、基金運用においては、

保有する国債等の債券において金利の変動があり、購入時期の分散を行ったより有利な運用が

図られている。 

 

 

 ⑵ 意見 

使用工場の多くを占める紙産業を取り巻く環境は、衛生用紙は値上げ前の仮需が発生したも

のの、それ以外の紙・板紙は需要家のコストダウンの影響などで需要が低迷している。そのよ

うな中、需要の構造的な変化に合わせて生産体制の再構築を進め、持続的に社会貢献するため

に衛生分野などへの事業転換、環境、社会のニーズに合わせた新規事業の早期実現といった取

り組みを強化している。 

本組合においては、使用者の新たな廃止及び休止はなかったものの、生産体制の見直しによ

り排水量が減少し、使用料は減収となった。歳出では、管渠の状態を監視し、目標耐用年数を

延ばすように努めることにより支出を抑えた。なお、実質単年度収支は数年振りに黒字となっ

たが、基金の運用益に依るところが大きく、使用料収入のみでは経費を賄えない状況が続いて

いる。 

今後さらに物価上昇による経費の増加が見込まれるため、限られた財源で組合運営が継続で

きるよう、引き続き、保有する債券の安全で安定した運用を図られたい。また、持続的かつ効

率的な維持管理を適正に行っていくため、ストックマネジメントによる施設の改築を計画的に

実行していくとともに、実質単年度収支が黒字である状態が引き続き継続されるよう、必要に

応じて既存の財政収支計画を見直すなど、健全な事業執行を図っていくことを要望する。 

 

 

 

   注 意 

  １  文中及び各表中の数値及び比率は、原則として単位未満を四捨五入しているが、 

    端数調整により合計数と一致しない場合がある。 

  ２  文中及び各表中の比率(％)は、原則として小数点第２位を四捨五入しているが、 

比率９９.９５％以上１００.００％未満は９９.９％とし、１００.００％を超え 

１００.０５％未満のものは１００.１％とした。 
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◎ 総   括 

 

１ 決 算 概 要 

 

令和５年度の決算額は、次のとおりである。 

予算現額  ５８０,５１７,０００円 

歳  入  ５８６,８６７,６９４円 

歳  出  ５５４,２１７,０７２円 

差引残額   ３２,６５０,６２２円 

歳入決算額は、予算現額に対する収入率１０１.１％、調定額に対しては１００.０％となっ

ている。 

また、歳出決算額の執行率は、予算現額に対し９５.５％で、差引残額は翌年度へ繰り越す 

措置をしている。 

なお、歳入歳出決算額の３か年度の推移は、次表のとおりである。 

 

［歳 入］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 決算額 
対予算

比 率 

対調定

比 率 

不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算現額 

と決算額 

との比較 

5 580,517,000 586,867,694 586,867,694 101.1 100.0 0 0 6,350,694 

4 572,188,000 585,196,601 585,196,601 102.3 100.0 0 0 13,008,601 

3 620,396,000 636,156,978 634,757,421 102.3 99.8 1,399,557 0 14,361,421 

 

 

［歳 出］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 

決算額 

翌年度繰越額 不用額 

予算現額 

と決算額 

との比較 
金 額 執行率 

5 580,517,000 554,217,072 95.5 0 26,299,928 26,299,928 

4 572,188,000 539,211,056 94.2 0 32,976,944 32,976,944 

3 620,396,000 580,645,268 93.6 0 39,750,732 39,750,732 
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２ 決 算 収 支 

 

決算収支は次表のとおりであり、歳入歳出差引額である形式収支は、３２,６５０,６２２円

となり、前年度と比較し１３,３３４,９２３円（２９.０％）減少している。 

また、翌年度へ繰り越すべき財源はないので、同額が実質収支となり、対歳入実質収支比率

は５.６％となっている。 

 

決 算 収 支 状 況 

                                       （単位：円） 

区   分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

Ａ 歳 入 額 634,757,421 585,196,601 586,867,694 

Ｂ 歳 出 額 580,645,268 539,211,056 554,217,072 

Ｃ 形 式 収 支 （ Ａ － Ｂ ）  54,112,153 45,985,545 32,650,622 

Ｄ 翌年度へ繰越すべき財源  0 0 0 

Ｅ 実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ）  54,112,153 45,985,545 32,650,622 

（対歳入実質収支比率 Ｅ/Ａ） （8.5％） （7.9％） （5.6％） 

Ｆ 単年度収支（Ｅ－前年度Ｅ） 15,017,964 △8,126,608 △13,334,923 

Ｇ 積 立 金 54,708,858 47,281,541 67,224,443 

Ｈ 積 立 金 取 り 崩 し 額 98,500,000 45,000,000 46,000,000 

Ｉ 実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △28,773,178 △5,845,067 7,889,520 

  

（注）積立金は、職員退職手当基金を除く。 

 

 

３ 歳入について 

決算額は５８６,８６７,６９４円で、前年度と比較し１,６７１,０９３円（０.３％）増加し

ている。 

この内容は、使用料及び手数料で１１,２４６,５９３円（２.６％）、繰越金で 

８,１２６,６０８円（１５.０％）減少したが、財産収入で２０,０４３,７１４円（４２.０％）、

繰入金で１,０００,０００円（２.２％）、諸収入で５８０円（０.５％）増加したことによって

いる。 

歳入各款の概要は次のとおりである。 
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第１款 使用料及び手数料 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

5 420,640,000 426,956,410 426,956,410 6,316,410 101.5 100.0 72.8 

4 425,240,000 438,203,003 438,203,003 12,963,003 103.0 100.0 74.9 

  

収入済額は、前年度と比較し１１,２４６,５９３円（２.６％）減少している。 

収入済額の内訳は、各工場の岳南排水路使用にかかる使用料収入及び占用料である。 

使用料収入は基本料金（許可排水量１㎥あたり１１.３３円）と従量料金（実績排水量１㎥あた

り１.３２円）により構成され、基本料金の算定基礎となる許可排水量（㎥／日）は、本年度中に

増減はなく１,１１２,２８９㎥／日となった。 

また、従量料金の算定基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比較し 

８,５８５,０３２㎥（４.０％）減少した２０７,９６９,６８４㎥となった。 

これにより、使用料収入は基本料金で１５１,２２６,６２２円、従量料金で 

２７５,４５６,８３８円の合計４２６,６８３,４６０円となり、前年度と比較し基本料金で 

４８,５４２円（０.０％）増加、従量料金で１１,３２３,３２０円（３.９％）減少し、合計では

１１,２７４,７７８円（２.６％）減少している。 

なお、本年度の使用工場数は、年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の 

８６工場であり、このうち休止工場は９工場で、稼働工場は７７工場となっている。 

占用料は２７２,９５０円（電柱設置等２０件）であった。 

以下、「３か年度の路線別排水量」及び「排水量と紙生産量の比較」は、次のとおりである。 

 

 

３ か 年 度 の 路 線 別 排 水 量 

（単位：万㎥） 

路線 

年度 
岳南１号 岳南２号 岳南３号Ａ 岳南３号Ｂ 岳南４号 岳南５号 合  計 

5 5,012 3,555 2,300 3,999 1,437 4,493 20,797 

4 5,298 3,651 2,377 4,179 1,530 4,621 21,655 

3 5,365 3,849 2,524 4,148 1,673 4,328 21,885 
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排 水 量 と 紙 生 産 量 の 比 較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２款 財産収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

5 67,791,000 67,810,123 67,810,123 19,123 100.1 100.0 11.6 

4 47,735,000 47,766,409 47,766,409 31,409 100.1 100.0 8.2 

 

収入済額は、前年度と比較し２０,０４３,７１４円（４２.０％）増加している。 

これは、主として岳南排水路基金の債券において、運用益金が増加したことによっている。 

収入済額の内訳は、岳南排水路基金の運用益金６７,２２４,４４３円、職員退職手当基金の運

用益金５６５,０００円、廃鉄蓋売払収入２０,６８０円である。 

 

 

 

 

 

［ 排水量 ： 年度  紙生産量 ： 年 ］ 

※ 上記グラフの紙生産量は、富士市産業交流部産業政策課提供データによる。 

（富士宮市分紙生産量は、各調査地区内の事業所が２以下のため、公表されていない。） 
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第３款 繰入金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

5 46,000,000 46,000,000 46,000,000 0 100.0 100.0 7.8 

4 45,000,000 45,000,000 45,000,000 0 100.0 100.0 7.7 

 

収入済額は、前年度と比較し１,０００,０００円（２.２％）増加している。 

これは、使用料収入が減少したことなどにより、岳南排水路基金からの繰り入れが増加したこ

とによっている。 

 

 

 

第４款 繰越金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

5 45,985,000 45,985,545 45,985,545 545 100.1 100.0 7.8 

4 54,112,000 54,112,153 54,112,153 153 100.1 100.0 9.2 

 

収入済額は、前年度と比較し８,１２６,６０８円（１５.０％）減少している。 

 

 

 

第５款 諸収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

5 101,000 115,616 115,616 14,616 114.5 100.0 0.0 

4 101,000 115,036 115,036 14,036 113.9 100.0 0.0 

 

収入済額は、前年度と比較し５８０円（０.５％）増加している。 

収入済額の内訳は、市町職員研修事業助成金７２,０００円、職員負担分の雇用保険料 

３２,３１２円、保険事業に係る事務手数料（２件）１１,３０４円である。 
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４ 歳出について 

決算額は５５４,２１７,０７２円で、前年度と比較し１５,００６,０１６円（２.８％）増加

している。 

これは、主として総務費で５,２０８,２３２円（１.１％）減少したが、諸支出金で 

２０,０５５,９０２円（３８.０％）増加したことによっている。 

また、不用額は２６,２９９,９２８円であるが、主として委託料及び工事請負費の契約差金

と予備費によるものである。 

歳出各款の概要は次のとおりである。 

 

 

第１款 議会費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

420,000 356,520 0 63,480 84.9 

 

支出済額は、前年度と比較し１２０,７０７円（５１.２％）増加しており、項別の支出状況は

以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 4年度 令和 5年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 議会費 235,813 356,520 120,707 0 63,480 

 

支出済額の主なものは、定例会２回、臨時会１回の開催に伴う報酬３０９,０００円である。 
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第２款 総務費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

497,842,000 481,032,120 0 16,809,880 96.6 

 

支出済額は、前年度と比較し５,２０８,２３２円（１.１％）減少しており、項別の支出状況は

以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 4年度 令和 5年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 総務管理費 138,483,996 135,766,004 △2,717,992 0 2,545,996 

２ 施設管理費 81,586,844 88,644,340 7,057,496 0 5,053,660 

３ 施設維持改良費 266,169,512 256,621,776 △9,547,736 0 9,210,224 

計 486,240,352 481,032,120 △5,208,232 0 16,809,880 

 

前年度と比較し５,２０８,２３２円（１.１％）減少した理由は、施設管理費で 

７,０５７,４９６円増加したが、総務管理費で２,７１７,９９２円、施設維持改良費で 

９,５４７,７３６円減少したことによっている。 

各科目別の支出状況は、以下のとおりである。 

 

 

第１項 総務管理費 

第１目 一般管理費 

支出済額は１３５,７６６,００４円、執行率は９８.２％で、前年度と比較し 

２,７１７,９９２円（２.０％）減少している。 

これは、主として一般職の給与費で５,５３０,０４８円減少したことによっている。 

支出済額の主なものは、一般職の給与費１００,０４９,２８２円（歳出総額の１８.１％）

である。 

 

 

第２項 施設管理費 

第１目 排水管理費 

支出済額は１,４０６,１０６円、執行率は８１.９％で、前年度と比較し１０１,２６９円

（６.７％）減少している。 

これは、主として備品購入費で２０４,００６円減少したことによっている。 

支出済額の主なものは、水質調査及び硫化水素調査に係る需用費（消耗品費、修繕料） 

１,０３５,１８６円、備品購入費２２４,４００円である。 
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第２目 下水道管理費 

支出済額は４８,８３９,０５６円、執行率は９５.５％で、前年度と比較し 

５,９８３,８９７円（１４.０％）増加している。 

これは、主として委託料で２,９４４,７００円、工事請負費で３,０７１,２００円それぞ

れ増加したことによっている。 

支出済額の主なものは、委託料２４,５９１,６００円及び工事請負費 

２２,９２９,５００円であり、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １０件  ２４,５９１,６００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

管内点検調査作業 ４ 

ＴＶカメラ調査工 １,４３０ｍ 

目視調査工 ６,９９７ｍ 

人孔調査工 ２８１か所 

18,876,000 

ゲート点検整備 

及び作動試験 
２ 

ゲート点検 ２２門 

作動試験 ４門 
4,455,000 

 

上記の他に、４件１,２６０,６００円を支出している。 

 

②  工事請負費 ２１件  ２２,９２９,５００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

人孔整備 ６ 
鉄蓋付替工 ８か所 

舗装版撤去復旧工 １か所 
7,157,700 

管路補修 ６ 
管渠補修工 １１か所 

人孔補修工 ５基 
6,887,100 

 

上記の他に、９件８,８８４,７００円を支出している。 

 

 

第３目 ポンプ場管理費 

支出済額は３８,３９９,１７８円、執行率は９４.１％で、前年度と比較し 

１,１７４,８６８円（３.２％）増加している。 

これは、主として委託料で１,４０５,８００円増加したことによっている。 

支出済額は、ポンプ場運転に係る需用費（光熱水費等）４,４７６,２７８円、委託料 

３３,５５９,９００円及び工事請負費３６３,０００円であり、委託料及び工事請負費は次表

のとおり執行している。 

 

①  委託料 ４件  ３３,５５９,９００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

ポンプ場運転管理 １ 運転管理業務 32,340,000 

 

上記の他に、３件１,２１９,９００円を支出している。 
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②  工事請負費 １件  ３６３,０００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

ポンプ場２号入口ゲ

ート補修 
１ シンクロ発信機取替工 １か所 363,000 

 

 

 

 第３項 施設維持改良費 

第１目 施設改良費 

支出済額は２５６,６２１,７７６円、執行率は９６.５％で、前年度と比較し 

９,５４７,７３６円（３.６％）減少している。 

これは、主として委託料で２,９１５,０００円、工事請負費で１,２３７,５００円増加し

たものの、補償、補塡及び賠償金で１３,８５５,４００円減少したことによっている。 

各事業別の委託料及び工事請負費は、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １件  ４,２９０,０００円 

管渠施設費 １件  ４,２９０,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

管路施設劣化予測 １ 管路施設劣化予測業務 一式 4,290,000 

 

 

②  工事請負費 １５件  ２５１,２６９,７００円 

㋐ 管渠施設費 １２件  ２４３,９４３,７００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

管渠更生 ７ 管渠更生工  工事延長 ３１１.０ｍ 228,547,000 

舗装本復旧 １ 舗装本復旧工  工事延長 １７０.２ｍ 7,546,000 

人孔更生 １ 人孔更生工 １基 4,510,000 

 

上記の他に、３件３,３４０,７００円を支出している。 

㋑ ポンプ場施設費 ３件  ７,３２６,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円）

ポンプ場防水扉設置 １ 
防水扉設置工 一式 

既設扉撤去工 一式 
3,300,000 

ポンプ場屋上防水 １ 防水工（塩ビシート防水） ２６９㎡ 2,816,000 

 

上記の他に、１件１,２１０,０００円を支出している。 
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第３款 公債費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

39,000 38,989 0 11 99.9 

 

支出済額は、前年度と比較し３７,６３９円（２,７８８.１％）増加しており、項別の支出状況

は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 4年度 令和 5年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 公債費 1,350 38,989 37,639 0 11 

 

 支出済額の内訳は、基金の繰替運用に伴う利子３８,９８９円である。 

 

 

 

第４款 諸支出金 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

72,790,000 72,789,443 0 557 99.9 

 

支出済額は、前年度と比較し２０,０５５,９０２円（３８.０％）増加しており、項別の支出

状況は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 4年度 令和 5年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 積立金 52,733,541 72,789,443 20,055,902 0 557 

 

前年度と比較し２０,０５５,９０２円（３８.０％）増加した主な理由は、岳南排水路基金にお

いて、債券の運用益金で１９,９４２,９０２円増加したことによっている。 

支出済額の内訳は、岳南排水路基金６７,２２４,４４３円（債券利子分４４,８６２,３１７円、

債券売却差益分２２,３１７,１１０円、繰替運用に伴う利子分３８,９８９円、現先取引に伴う差

金分６,０２７円）、職員退職手当基金５,５６５,０００円（債券利子分５６５,０００円、積立金

分５,０００,０００円）である。 
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第５款 予備費 

 

支出済額はなく、予算現額の全額９,４２６,０００円が不用額となっている。 

予備費からの充用額は４２９,０００円で、充用状況は次のとおりである。 

（単位：件、円） 

款 
令和 4年度 令和 5年度 比較増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 議会費 ― ― ― ― ― ― 

２ 総務費 ― ― 1 429,000 1 429,000 

３ 公債費 ― ― ― ― ― ― 

４ 諸支出金 ― ― ― ― ― ― 

計 ― ― 1 429,000 1 429,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 14 -



◎ 財産に関する調書 

 

財産に関する調書にかかる土地及び建物、物権（地上権）、物品及び施設について、財産台帳 

及び証拠書類を照合して審査した結果、その計数、内容は適正に管理されているものと認められ

た。 

 

 

 

◎ 基金運用状況 

 

１ 岳南排水路基金 

前年度末現在高は３,２８１,８１６,６９６円で、決算年度中に債券の利子（年利率 

０.１４５％～２.０００％）等の運用益金６７,２２４,４４３円を積み増ししたが、 

４６,０００,０００円を取り崩したので、決算年度末現在高は３,３０３,０４１,１３９円と

なっている。 

決算年度中の債券の動向は、１本の債券（額面１億円）及び１本の債券（額面４億円）のう

ち２億円を売却し、３本の債券（額面各１億円）を購入したことにより、債券本数は前年度末

から２本増加した２７本（額面総額３２億２千万円）となり、購入額の合計は前年度末から 

１２,７９３,５００円増加した３,１９２,１８０,９９０円となっている。 

なお、決算年度中は保有する債券にて安全かつ安定した運用を図り、債券利子 

４４,８６２,３１７円、売却差益２２,３１７,１１０円の運用益金を得ている。 

 

 

２ 職員退職手当基金 

前年度末現在高は５２,９８７,２３４円で、債券の利子（年利率１.１３０％）の運用益金

５６５,０００円と積立金５,０００,０００円の合計５,５６５,０００円を積み増ししたため、

決算年度末現在高は５８,５５２,２３４円となっている。 
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（単位：円）

１　岳南排水路基金

年度 利回り

R3 1.646%

R4 1.441%

R5 2.048%

R5年度　岳南排水路基金　運用益金内訳

岳南排水路基金預金状況（R6.3.31現在）

　別　段　預　金 　　

番号 利率

1 Ｆ 45回　地方公共団体金融機構債 1.520%

2 0.150%

3 第108回　利付国債 1.900%

4 第118回　利付国債 2.000%

5 0.145%

6 第136回　利付国債 1.600%

7 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

8 第187回　日本高速道路保有債 1.662%

9 第 36回　地方公共団体金融機構債 1.566%

10 東京電力パワーグリッド㈱第36回社債 1.450%

11 第250回　日本高速道路保有債 1.278%

12 東京電力パワーグリッド㈱第40回社債 1.370%

13 東京電力パワーグリッド㈱第46回社債 1.050%

14 東京電力パワーグリッド㈱第48回社債 0.880%

15 東京電力パワーグリッド㈱第51回社債 1.100%

16 Ｆ733回　地方公共団体金融機構債 1.161%

17 第165回　日本高速道路保有債 1.626%

18 静岡県第12回公募公債 0.822%

19 第 60回　利付国債 0.900%

20 静岡県第15回公募公債 0.731%

21 第 20回　東京都公募公債 0.722%

22 第 75回　利付国債 1.300%

23 第 17回　地方公共団体金融機構債 1.332%

24 1.815%

25 第 18回　地方公共団体金融機構債 1.841%

26 第177回　日本高速道路保有債 1.104%

27 第187回　日本高速道路保有債 1.308%

２　職員退職手当基金

年度 利回り

R3 1.074%

R4 0.950%

R5 1.066%

R5年度　職員退職手当基金　運用益金内訳

職員退職手当基金預金状況（R6.3.31現在）

　別　段　預　金 　　

番号 利率

1 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

合　　　　　計

110,860,149

5,000,000 0 58,552,234

債券償還差益

565,000

令和19年 4月24日 (100,000,000) 100,000,000

令和27年 9月20日 (100,000,000) 99,907,909

令和30年 9月20日 (100,000,000)

令和30年 3月19日 (100,000,000) 99,999,561

令和14年10月 8日 (50,000,000) 50,000,000

額　　面 購入金額

令和10年12月20日

基 金 運 用 状 況

預金保有高

債券売却差益 運用益金計

決算年度末現在高

42,083,234 452,000 5,000,000 0 47,535,234

0 52,987,234

債券利子

52,987,234 565,000

0

100,000,000

100,000,000

100,000,000

令和17年 6月29日 (100,000,000) 99,950,000

289,765,546

99,705,369

(100,000,000) 99,984,320

令和33年 9月20日 (100,000,000)

(100,000,000)

合　　　　　計

令和35年 5月28日

100,000,000

(200,000,000) 197,127,123

令和12年 6月20日

令和14年10月 8日 (50,000,000) 50,000,000

令和13年10月24日 (10,000,000) 10,000,000

297,508,110令和14年 3月20日 (300,000,000)

10,000,000

令和33年 9月20日 (50,000,000) 50,000,000

令和18年 8月29日 (100,000,000) 100,000,000

58,552,234

預金保有高

8,552,234

購入金額

100,000,000

199,822,000

3,303,041,139

令和39年 3月19日 (100,000,000) 100,000,000

債　券　小　計 (3,220,000,000) 3,192,180,990

令和34年 6月20日

94,670,312

99,346,164

令和38年 3月17日

0

(200,000,000)

長野県令和3年度第3回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ(10年))

令和17年 4月23日 (100,000,000)

0 565,000

銘　柄　名 償　還　日 額　　面

令和25年 3月27日 (100,000,000)

令和15年 3月18日 (300,000,000)

令和16年 4月28日 (200,000,000)

取り崩し額

(100,000,000)

47,535,234 452,000 5,000,000

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金

債券償還差益

静岡県第1回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ・5年) 令和 9年 9月17日

22,317,110

令和17年 7月13日

令和35年 9月19日

令和 7年12月19日

銘　柄　名 償　還　日

現先取引に伴う差金

6,027

(10,000,000)

運用益金計

67,224,443

令和18年 4月22日 (100,000,000)

東京都公募公債(東京グリーンボンド(30年))第7回

令和35年10月28日 (100,000,000)

3,281,816,696 67,224,443 0 46,000,000 3,303,041,139

繰替運用に伴う利子債券利子

44,862,317

債券売却差益

38,989

(100,000,000) 100,000,000

(100,000,000) 100,000,000

197,745,260

(200,000,000) 196,649,316

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金 取り崩し額 決算年度末現在高

3,279,535,155 47,281,541 0 45,000,000 3,281,816,696

3,323,326,297 54,708,858 0 98,500,000 3,279,535,155
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別表

　　　歳　　入　　歳　　出
歳入

款 項

1 使用料及び 441,838,432 69.6 7,200,436 1.7

1 手数料 1 使　 用 　料 441,838,432 69.6 7,200,436 1.7

2 手 　数 　料 0 0.0 0 －

2 財　産　収　入 55,216,342 8.7 6,652,072 13.7

1 財産運用収入 55,160,858 8.7 6,660,058 13.7

2 財産売払収入 55,484 0.0 △ 7,986 △12.6

3 繰　　入　　金 1 基金繰入金 98,500,000 15.5 △ 16,500,000 △14.3

4 繰　　越　　金 1 繰　 越 　金 39,094,189 6.2 19,542,938 99.9

5 諸　　収　　入 108,458 0.0 △ 186,325 △63.2

1 預 金 利 子 0 0.0 0 －

2 雑　　　　 入 108,458 0.0 △ 186,325 △63.2

634,757,421 100.0 16,709,121 2.7

歳出

款 項

1 議　　会　　費 1 議　 会 　費 241,968 0.0 7,039 3.0

2 総　　務　　費　 520,242,442 89.6 △ 4,975,940 △0.9

1 総務管理費　 135,228,616 23.3 △ 407,551 △0.3

2 施設管理費 90,242,398 15.5 342,631 0.4

3 施設維持改良費 294,771,428 50.8 △ 4,911,020 △1.6

3 公　　債　　費 1 公　 債　 費 0 0.0 0 －

4 諸　支　出　金 1 積　 立　 金 60,160,858 10.4 6,660,058 12.4

5 予　　備　　費 1 予 　備 　費 0 0.0 0 －

580,645,268 100.0 1,691,157 0.3合　　　　計

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　3　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率

合　　　　計

前年比
増減率

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　3　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額
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　決　　算　　年　　度　　比　　較　　表

438,203,003 74.9 △ 3,635,429 △0.8 426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6

438,203,003 74.9 △ 3,635,429 △0.8 426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

47,766,409 8.2 △ 7,449,933 △13.5 67,810,123 11.6 20,043,714 42.0

47,733,541 8.2 △ 7,427,317 △13.5 67,789,443 11.6 20,055,902 42.0

32,868 0.0 △ 22,616 △40.8 20,680 0.0 △ 12,188 △37.1

45,000,000 7.7 △ 53,500,000 △54.3 46,000,000 7.8 1,000,000 2.2

54,112,153 9.2 15,017,964 38.4 45,985,545 7.8 △ 8,126,608 △15.0

115,036 0.0 6,578 6.1 115,616 0.0 580 0.5

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

115,036 0.0 6,578 6.1 115,616 0.0 580 0.5

585,196,601 100.0 △ 49,560,820 △7.8 586,867,694 100.0 1,671,093 0.3

235,813 0.0 △ 6,155 △2.5 356,520 0.1 120,707 51.2

486,240,352 90.2 △ 34,002,090 △6.5 481,032,120 86.8 △ 5,208,232 △1.1

138,483,996 25.7 3,255,380 2.4 135,766,004 24.5 △ 2,717,992 △2.0

81,586,844 15.1 △ 8,655,554 △9.6 88,644,340 16.0 7,057,496 8.7

266,169,512 49.4 △ 28,601,916 △9.7 256,621,776 46.3 △ 9,547,736 △3.6

1,350 0.0 1,350 皆増 38,989 0.0 37,639 2,788.1

52,733,541 9.8 △ 7,427,317 △12.3 72,789,443 13.1 20,055,902 38.0

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

539,211,056 100.0 △ 41,434,212 △7.1 554,217,072 100.0 15,006,016 2.8

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

(単位：円、％）

令　和　4　年　度 令　和　5　年　度

構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率

前年比
増減率

決  算  額

決  算  額 構成比決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

(単位：円、％）

令　和　4　年　度 令　和　5　年　度

前  年  比
増  減  額

前年比
増減率

前年比
増減率
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